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「診療看護師（NP）制度の公的資格化に向けて」
－米国の取組の成果を参考に－

“Towards official qualification of the nurse Practitioner system:  
Referring to US Initiatives”

山田清志郎
水城病院

【緒言】
近年，医療や介護の需要増加に伴い，医師の負担が大きい現状がある．公的資格がある米国Nurse Practi-

tionerが医師の負担軽減に関与していることから，日本における診療看護師（NP）の公的資格化の参考となる
米国の取組と成果について検討する．

【目的】
日本における診療看護師（NP）の公的資格化等に向けた取組の一助となることを本研究の目的とする．

【対象と方法】
PubMed, CiNii Research等を活用し文献研究を行った．検索条件は，CiNii Research「診療看護師」，

PubMed「Nurse practitioner」「achievements」と設定した．

【結果】
PubMed, CiNii Researchより計19件の文献を採用した．Nurse Practitionerによる安全性を備えた質の高

いケアの提供が効果的である一方，看護以外の分野における研究を継続して行っていく等が課題であることも分
かった．

【考察】
米国には，Nurse Practitionerが診断や処方に関する保険請求を公的に認められるまで，各機関へのロビー活

動，研究活動等を30年以上継続した経緯があり，日本も米国の取組を参考にする有用性があると考える．

【結論】
活動実績の蓄積に係る研究活動やロビー活動等を，今後も継続していく必要がある．

Key Words：�診療看護師（NP），国際比較
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Ⅰ．緒言

1．日本の医療現場に関する現状と課題
日本の高齢化率は，2021（令和3）年10月1日現在，

28.9％に達しており 1），第1号被保険者（65歳以上）
の要介護度別認定者数は，2018（平成30）年度で645
万3千人2）と，年々増加傾向にある．

国民医療費について見ても，1954（昭和29）年度は
2152億円であったが，2020（令和2）年度になると
42兆9665憶円 3）と，高齢化率の上昇とともに，国民
の医療や介護の需要増加により，年々増加の一途をた
どっている．

更に，週当たりの勤務時間が60時間以上の常勤医師
は39％4）という，医師の長時間勤務による，医師の負
担が顕著に大きい現状が考えられる．

医師不足の課題を解決するため，医師確保が必要な地
域や診療科への従事を要件とする「地域枠」の考えが導
入され，2008（平成20）年度以降，医学部の入学定員
の過去最大規模までの増員，医学部定員に占める地域枠
の数・割合増加5）等の対策が図られてきた．しかし，
地域の医師不足の指摘は根強く，「医学部定員の増加に
よる医師数の全国的な増加を図ったとしても，医師の偏
在対策が十分図られなければ，地域の医師不足の解消に
はつながらない。」5）との意見も示されている．

現状のままであれば，一定の地域において，年々増大
していく医療・介護のニーズへの対応が十分に行えない
おそれがあること，また，医師の負担が顕著に大きい現
状を解決できない可能性があることが考えられる．人手
不足の解決には，保険請求を公的に認められた代替者の
存在が必要であると考えられる．

そこで，米国で広く国民に認知され信頼を獲得し，提
供するサービスに対して保険請求の認可が下りている

「Nurse Practitioner」という看護師の存在と定着の経
過に着目した．

2．Nurse Practitionerの存在と定着
米国におけるNurse Practitioner誕生の経緯は1965

年にまで遡り，コロラド大学におけるNurse Practi-
tionerプログラム開発に端を発している．以降Nurse 
Practitionerプログラムが米国各地において徐々に拡大
し，1973年 全 米 小 児Nurse Practitioner協 会 が，

1985年アメリカにNurse Practitionerアカデミーが設
立され，1986年アメリカNurse Practitionerアカデ
ミーは，関連する国内法に影響を与えるための協調的な
取組を開始している6）．

その後，積極的なロビー活動等を経て1997年に均衡
予算法において，Nurse Practitionerが提供するサー
ビスに対して保険請求することが認められるようになっ
た7）．

保険請求が認められるに至った背景要因として，
John Michael O’Brienらは以下の要因を述べている．

（1）�看護がその役割を拡大する可能性があるという認
識を得ること，

（2）�Nurse Practitionerの価値を文書化すること，
（3）�教育と資格認定の基準を確立すること，
（4）�専門組織を使用して個人に力を与えること，および
（5）�時間の経過とともに小さな増分の利益を受け入れ

ることをいとわないこと7）

このように，米国で先進的に普及しているNurse 
Practitionerの存在は，日本における，医師の負担軽
減，医療格差への対策，今後増大する医療・介護ニーズ
への対応等への課題に対応出来る示唆になりうると考え
た．

3．日本における診療看護師（NP）に関する取組と課題
日本における診療看護師（NP）に関する取組として

は，大分県立看護科学大学大学院における2005（平成
17）年度NPプロジェクトの立ち上げ，2008（平成
20）年4月大学院修士課程NP（Nurse Practitioner）
コース開設8）に端を発しており，2022（令和4）年11
月時点までに，日本NP教育大学院協議会の会員校は
15大学院となっており9），診療看護師（NP）の普及と
制度確立に向けての活動が進められている．

日本NP教育大学院協議会においても，毎年NP資格
認定試験が行われており，2023年4月1日時点で，診
療看護師（NP）は759名10）認定されており，患者の
QOL向上のために医師や多職種と連携・協働し，倫理
的かつ科学的根拠に基づき一定レベルの診療を行ってい
る11）．しかし，米国等のような一定レベルの診断や治
療などを行うことができる公的資格ではなく，日本の法
律下において看護職は医師の指示を受けなければ医行為
を行うことはできず，診断や処方を行うことはできな
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い 12）ことから，日本において米国と同様に診断や治
療・処方などの医行為を看護師が担うためには，日本の
法改正が課題であることが示唆された．

日本看護協会は，米国のNurse Practitionerをもと
に，新たに制度を創設する案において，業は一定の範囲
の診断・治療＋傷病者，じょく婦に対する療養上の世
話，診療の補助とし，免許付与機関を国 13）であること
を示し，一定の範囲の診断や治療などの医行為を，公的
資格化された診療看護師（NP）が担うための枠組みを
検討している．

日本看護系大学協議会，日本NP教育大学院協議会と
日本看護協会は2020年9月，自民党看護問題小委員会
宛に三団体連名で『ナース・プラクティショナー（仮
称）制度の創設に関する要望書』を提出しており12），
日本NP教育大学院協議会や日本看護協会を始めとした
各教育機関による米国のNurse Practitionerと同様の
機能・能力を持つ公的資格化された診療看護師（NP）
制度の創設に向けた取組がなされている．

4．本研究の構成・枠組み
本研究は，日本における診療看護師（NP）制度の公

的資格化に関連する取組と，米国のNurse practi-
tionerに関連する取組とを比較検討し，日本において
も米国のNurse practitionerと同様に，臨床の場で診
断や処方等の権限を行使することができるよう，有用性
のある取組を参考にする為，文献研究（ナラティブレ
ビュー）を行う．

本研究は，PubMed，CiNii Researchのデータベー
スを用い，「診療看護師」「Nurse practitioner」に関す
る 論 文 か ら，「 診 療 看 護 師 」 又 は「Nurse practi-
tioner」の活動実績・成果,（Nurse practitionerの普
及・実践活動と，公的資格化，権限の拡大・提供する
サービスに対して保険請求が認められるまでの取組に伴
う）課題部分に言及している論文を選定する．米国や日
本におけるNurse practitioner・診療看護師（NP）の
取 組・ 活 動 実 績 を 一 覧 に し て 示 し， 米 国 のNurse 
practitionerが持つ権限（診断や処方権等）の有用性
と，日本へ米国同様のNurse practitionerの役割モデ
ルを普及させる上での課題を示す．

その上で，米国のNurse practitionerが公的に認め
られるまでの経緯と，日本における診療看護師（NP）

の普及に向けた各機関における現在までの様々な取組等
を比較し，米国と日本の取組の違い，日本にとって参考
となり得る米国のNurse practitioner普及活動や，
Nurse practitionerが提供するサービスに対して保険
請求することが認められるに至った経緯・取組について
検討していく．

Ⅱ．研究目的・社会的意義

日本における診療看護師（NP）制度の公的資格化，
国民の認知度向上と信頼度向上，診断や処方等のサービ
ス提供に対する診療報酬算定が認められるなど，米国の
Nurse practitionerと同様の権限（診断や処方等）と
立場を日本の診療看護師（NP）も獲得し，増大する医
療・介護ニーズに対応でき得るための法改正に向けた取
組の更なる一助・一部となることを本研究の目的とす
る．

本研究の社会的意義は，（本研究を含め）日本におけ
る診療看護師（NP）に関する活動実績・成果，意義，
有用性を示した研究の蓄積がなされることで，米国にお
けるNurse practitionerと同様の権限獲得に繋がるこ
と，更なる医療の質向上に繋がる活動が期待され得るこ
とであると考える．

Ⅲ．方法

1．検索に用いたデータベース
CiNii Research，PubMedの2つのデータベースを

検索に用いた．
検索条件・キーワードとして，CiNii Researchにお

いては「診療看護師」本文リンクあり，PubMedにお
いては「Nurse practitioner」「achievements」Free 
Full Textと設定した．その他の文献，統計等のデータ
は厚生労働省，内閣府のホームページ等より検索し，参
照・引用した．

最新看護索引Webにおいても，2022年12月までの
期間において，件名・標題・特集で診療看護師（NP）
と検索したが，検索結果は0件であったため，データ
ベースとして使用しなかった．
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2．期間
CiNii Research，PubMedのデータベースにおける

検索では，2022年12月31日までに発表されている全
ての文献を選定対象とした．

その他の文献，統計等のデータにおける検索では，期
間は設定していない．

3．文献選定・除外基準
・�選定基準：「診療看護師」又は「Nurse practitioner」

の活動実績・成果・課題部分に言及している文献
・�除外基準：選定基準に該当しない文献，又は，内容が

重複している文献

Ⅳ．倫理的配慮

引用・参照文献の盗用・剽窃，データの捏造，改竄が
ないように，引用・参考箇所末尾に引用・参考元の記載
と，文献末尾に引用・参考文献一覧を記載した．

Ⅴ．結果

PubMedは379件 該 当（2023年1月7日 閲 覧 ），
CiNii Researchは71件該当（2023年2月28日閲覧）
した．

そのうち，PubMedは9件採用370件除外，CiNii 
Researchは10件採用61件除外した．

データベース毎に，採用文献の内容に関して，1）成
果・実績，2）課題に区分し，以下に表として示す．

表1．PubMed
1）成果・実績
リーズナブルなコストで質の高いケアを提供

・�コスト抑制・アクセ
スを改善

医師以外のプロバイダーの使用が，コスト抑制を達成し，医学的に十分なサービスを受けてい
ない地域に住む人々のプライマリケアへのアクセスを改善するための重要な方法であることを
示している．14）

医師と同等又はそれ以上の治療による結果・安全性である

・�医師と同等以上の健
康転帰の達成

Nurse Practitioner，プラクティスナース，レジスタードナースなどの訓練を受けた看護師は，
プライマリケア医と比較しておそらく同等またはおそらくそれ以上のケアの質を提供し，おそ
らく患者に同等以上の健康転帰を達成することを示している．看護師は，プライマリケア医と
比較して，おそらくより高いレベルの患者満足度を達成する．15）

術後疼痛の割合は，専門医が実施した場合（31.5％ vs 24.5％，p＝0.0125）が高く，患者の
不満の割合も高かった（1.6％ vs 0.18％，0.0113）．それにもかかわらず，2006年5月以降，
結果は専門家とNurse Practitionerで同等であった．16）

・適切な処方が増加 Nurse Practitionerが診察する患者に提供される適切な抗菌薬処方が増加した．17）

・�タイムリーなケアの
達成

Nurse Practitionerは，調査と治療へのタイムリーなアクセスを提供し，患者が妊娠の目標を
より早く達成するのに役立つ．18）

・患者満足度が高い
Nurse Practitionerをプライマリケアチームに統合して，制御されていない高血糖症の成人に
革新的なサポート方法を提供することで，2型糖尿病患者の臨床転帰と自己効力感が向上す
る．19）

2）課題

・�組織の再設計と専門
家の境界の再構築が
必要

医療にNurse Practitionerを導入するには，組織の再設計と専門家の境界の再構築が必要で
ある．20）

米国を拠点とする政策立案者と医療機関は，時代遅れの実践方針の範囲を改訂し，遠隔医療技
術を活用してNurse Practitionerを最大限に活用する必要がある．21）

・�看護以外のジャーナ
ルに掲載する

より幅広い政策立案者や一般の聴衆に届くために，看護以外のジャーナルに掲載されなければ
ならない．22）
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表2．CiNii Research
1）成果・実績
医師等の負担軽減

・�医師や看護師の時間
外労働が短縮

診療看護師（NP）が，医師と業務をタスクシフト，タスクシェアリングすることにより，医
師や看護師の時間外労働が短縮され，本来医師にしかできない業務に専念することが可能と
なった．23）

診療看護師（NP）の導入によって，「外科医の負担」は軽減し，入院日数の短縮，クリニカル
パス適用率の上昇，患者一人当たりの診療請求額の低下がみられた．24）

在院日数等の短縮

・�在院日数等の短縮 診療看護師（NP）導入を行った施設や診療科において，在院日数やICU滞在日数の短縮と
いった成果が報告されている．25）

医療の質・患者のQOLの向上

・�医療の質の向上と効
率化

手術助手を行った場合，診療看護師（NP）群と医師（DR）群を比較すると手術成績は同等で
あった．26）

老人保健施設に診療看護師（NP）が勤務し始めてから，その施設から入院する患者が半減し
た，看取りができるようになった，等の成果が上がった．27）

2）課題
薬剤の処方などが認められていない

・�検査や処方権が認め
られていない

薬剤の処方は，日本では認められていない。27）

看護師が診療を自律して担うことに関しても明晰な社会的意義を踏まえた検討が求められ
る。28）

NP養成課程の充実が必要

・�実践力の養成，NP
基礎教育・卒後研修
の充実，臨床現場の
環境整備が必要

・�病院の幹部，看護師，心臓血管外科の医師が消極的な病院の場合，特定行為などの医行為を
することに対して後ろ向きでタスクシフト／シェアが進まないことがよくある。

・�相対的医行為（処置，電子カルテ入力など）に関して統一した基準がなくその判断は各病院
に委ねられており，医療安全上の問題が残されている。

・�病院内に特定行為研修修了看護師がある程度以上増えないと部門として認知されることがな
く，独自の昇進システムは導入できない。29）

医師と同様の医療裁量権を得るまで20年の歳月を要したが，その間，着実に医療の担い手と
なる実践力，NP基礎教育，卒後研修の充実を図ってきたと思われる。30）

法制化に向けては，NPに対して，①看護界の理解と合意を得ること，②医療界の理解と同意
を得ること，③国民，患者さん達がNPを理解し，受け入れることが必要とされる。31）

・�米国NP制度に習う
必要がある

アメリカのNP制度を見本に労働環境を整えながらNPを推進していくことが，医療の質向上
に寄与すると考える．32）

NPによる活動実績の蓄積が必要である

・�アウトカム，エビデ
ンスの創出と公表

今後，患者満足度調査の実施や医師・看護師の時間外労働の実態に関して調査を行い，活動実
績を学会等を通じて発信していきたい．この積み重ねが，今後，日本における診療看護師の認
知度や裁量権の拡大，さらには国家資格，診療報酬の取得に繋がれば，診療看護師としての存
在意義や役割が拡大するのではないかと考える．23）
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上記の先行研究より，Nurse practitioner・診療看護
師（NP）による活動を通した成果・実績について分
かったことは，Nurse practitioner・診療看護師（NP）
による活動が低コストで質の高いケアを提供できるこ
と，医師と同等またはそれ以上の治療による結果・安全
性であること，タイムリーなケア提供等が可能なことで
ある．

しかし一方で，Nurse practitioner・診療看護師
（NP）の普及・実践活動と，公的資格化，権限の拡大・
提供するサービスに対して保険請求が認められるまでの
取組に伴う課題もあることが分かった．課題は，看護の
分野・ジャーナルのみならず，その他のより広い分野・
ジャーナルにおける研究活動の実施・蓄積を行うこと
で，政策立案者等がNurse practitioner・診療看護師

（NP）の活動成果と実績を認知できるようにすること，
そして，臨床現場等における権限取得（診断や処方）に
関する取組，Nurse practitioner・診療看護師（NP）
養成課程の充実等を行っていくことである．

加えて，米国におけるNurse Practitionerと同様の
成果・権限（診断や処方等）を期待する上での障壁につ
いて，大釜が「現在の法律のもとではNPの養成の価値
を希薄にするばかりか，国民への医療サービスの還元を
不可能にする」33）と言及しているように，医師法と保
助看法等の改正が急務であることを示している．

Ⅵ．考察

米国と日本の取組を比較すると，日本においても，日
本NP教育大学院協議会等の設立，教育機関・協力機関
の拡大に関する取組に並行した診療看護師（NP）制度
確立・普及に向けた取組，研究活動・成果・実績の蓄積

（看護以外のジャーナル含む），ロビー活動等を行ってお
り，米国の取組と類似する点は多い．

また，Nurse practitioner・診療看護師（NP）によ
る活動が効果的であり，かつ医療の質向上に寄与するこ
とを示している文献は，米国・日本ともに数多くある．

しかし，Nurse practitioner・診療看護師（NP）に
関する研究実績の蓄積数が米国は圧倒的に日本より多
く，左記の点が日本と米国の取組における大きな違いで
あると考える．

また，米国と同様のNurse Practitioner制度を導入

する上での課題（（薬剤の処方などが認められていない，
円滑な連携体制の構築が必要，診療看護師（NP）養成
課程の充実が必要，診療看護師（NP）による活動実績
の蓄積が必要である））も明らかになりつつある．

医師法・保助看法の改正と診療報酬換算等に関する課
題33）については，米国においても同様の障壁34）となっ
ていたが，これらの課題解決の要因として，1965年の
ロレッタフォード博士等が，コロラド大学で最初の
Nurse Practitionerプログラムを開発6）して以降，各
機関への長期にわたる草の根の活動（研究実績の蓄積，
Nurse Practitioner教育の推進とロビー活動等）を，
30年以上にわたって継続してきた成果がある．

日本においても，大分県立看護科学大学における
2005（平成17）年度大学内にNPプロジェクト立ち上
げ8）に端を発して，現在まで10数年に渡り行ってきた
研究実績の蓄積，診療看護師（NP）教育の推進とロ
ビー活動等があるが，米国の取組を参考にすると，左記
の取組を今後も継続して行うことで，診療看護師（NP）
の国家資格化や法改正等へと繋げ，米国のNurse prac-
titionerと同様の権限（診断や処方等）と立場を日本の
診療看護師（NP）も獲得していく必要があると考える．

Ⅶ．結論

米国のNurse Practitionerに関する取組の成果を参
考に，日本における診療看護師（NP）の公的資格化と，
法改正・診療報酬換算・権限拡大（診断や処方等）が認
められるためには，現場で活動する診療看護師（NP）
による活動実績を論文などの形で文書化・知見を蓄積
し，国民への認知度と信頼度を蓄積していく活動や，

（研究・活動実績を蓄積している前提で）医師法と保助
看法の改正と，診療報酬換算・権限拡大（診断や処方
等）に関する，各機関へのロビー活動などを継続して
行っていく必要がある．

Ⅷ．本研究の限界と課題

本研究にて引用した文献の選定過程は著者単独で行っ
ており，文献選定過程にバイアスが生じていることに言
及する．

今後も診療看護師（NP）に関する動向を注視・追究
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し，より良い医療提供体制の在り方を検討し続けていく
必要があると考える．
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【Introduction】
There has been increase in the burden on doctors over the past years due to rise in demand for 

medical and nursing care among public. In the United States, an official qualification known as 
nurse practitioner can provide a certain level of diagnosis, and we believed that it could cope with 
the issue of the increased burden on doctors. Initiatives related to nurse practitioners in the United 
States are considered to serve as a reference for Japan.

【Purpose】
This study aimed to further assist efforts toward the official qualification of nurse practitioners in 

Japan.

【Subjects and Methods】
Literature research was conducted using PubMed and CiNii Research databases.

【Results】
Overall, 19 references were included from PubMed and CiNii Research. While the provision of 

safe, high-quality care by nurse practitioners is effective, efforts to acquire authority, such as pre-
scription, remain an issue.

【Discussion】
Although similar efforts have been made in the United States and Japan, nurse practitioners in the 

United States have a history of lobbying and researching various institutions for more than 30 years 
until it is officially approved for insurance claims related to diagnosis and prescription. This could 
be useful for Japan to refer to the efforts of the United States.

【Conclusion】
Research and lobbying activities need to be continued in the future.

Key Words：�Nurse practitioner, International comparison
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